２０１５道本部組織労働局発第394号
２０１５年６月１８日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　　潔

（ 賃 金 労 働 部 ）

 北海道最低賃金の大幅引き上げを求める署名活動取り組み期間の延長について
　
日頃のご奮闘に心から敬意を表します。
　さて、2015年５月７日付け2015道本部組織労働局発第284号にて「STOP THE 格差社会！ 暮らしの底上げ実現」キャンペーン第３弾の取り組みの一環として北海道最低賃金の大幅引き上げを求める署名活動について提起をしているところです。
本署名については第３回北海道最低賃金審議会にあわせて提出を予定していますが、第２回が７月７日に予定されていることから、７月中下旬が想定されます。

つきましては、下記のとおり取り組み期間・集約を延長しますので各地方本部、単組・総支部における取り組みをお願いいたします。

記
１.取り組み期間・集約
① 期 間　署名用紙到着～７月３日(金)
② 集 約　７月７日(火)までに【別記１】署名集約用紙を添付し自治労北海道本部へ送付してください。
２．署名行動の趣旨
(1) 最低賃金の引き上げは非正規・未組織労働者の「春闘」です。今年の春季生活闘争において、多くの労使で労働条件の改善や賃金引き上げの取り組みが行われ、北海道でも昨年を上回る水準の引き上げを勝ち取っています。しかし、最低賃金に張り付く多くの非正規労働者は自らの賃金決定に直接関与できず、昨年４月の消費税増税により厳しい生活を余儀なくされています。
(2) 北海道最低賃金は現在748円ですが、年収では130万円をわずかに超える金額であり、到底生活できる水準とは言い難い現状にあります。今後も低所得者層の家計を直撃する物価上昇は続くと見込まれ、最低賃金制度が果たすべきセイフティネット機能の重要性は増しています。
(3) 北海道は全国唯一、生活保護とのかい離が残っていましたが、昨年の最低賃金の改定により、ようやく解消できました。そして、労働側が主張した2010年６月の雇用戦略対話合意の全国最低800円、全国平均1,000円への引き上げにむけた道筋を付けるための文言が初めて答申書に盛り込まれた意義は大きいものがあり、本来あるべき最低賃金の水準のあり方を議論する新たなステージに立ちました。
(4) このため、本年の最低賃金の引き上げは、生活保護とのかい離解消後の大変重要な年となっています。この間の審議会議論では、道民世論の盛り上がり次第によっては、最低賃金の金額審議に大きな影響を及ぼすという公益側の考え方もあることから、連合北海道としては初めての取り組みとなりますが、署名行動を強力に展開しますので最大限の結集をお願いします。

(5) 2014賃金確定闘争・2015春季生活闘争では、７年ぶりの給与のプラス改定や最低賃金の引き上げという条件下のもと、多くの自治体で臨時・非常勤等職員の処遇改善がはかられてきました。しかし、一方では依然として賃金水準が最低賃金にはりついている自治体もあることから、自治体最低賃金・時間給1,000円の実現にむけ取り組むこととします。
３.署名の提出先

　　北海道地方最低賃金審議会　道幸哲也　会長　宛
　　※直接送付はしないでください。
　　７月中下旬に行われる第３回審議会での提出を予定しています。
４.署名目標数
　　組合員×５筆を目標とします。
５.署名対象
　　組合員・家族・退職者会・消防協をはじめ、すべての道民を対象とします。
６.その他
不明な点などございましたら、自治労北海道本部賃金労働部（櫛部・根本）までお問い合わせください。
以上

【別記１】

署名を道本部へ送付する際にこの集約表を同封ください。

署名は直接審議会へ送付しないでください。

集約期限：７月７日（火）
送付先
〒０６０－０８０６
札幌市北区北６条西７丁目
自治労北海道本部　賃金労働部　宛
℡　０１１－７４７－３２１１
北海道最低賃金の大幅引き上げを求める署名集約用紙
単組名　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　
署名集約数　　　　　枚　　　　　　　　筆　
1

